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（案）

復 興 道 路 会 議 ～ 岩 手 県 ～

規 約

(名 称)

第１条 本会議は、｢復興道路会議～岩手県～｣と称する。

(目 的)

第２条 本会議は、東日本大震災からの復興に向けたリーディングプロジェクトとなる復

興道路等の早期完成を図るため、全ての関係者に対する事業進捗への合意形成と、

国・県・市町村・関係機関の連携による課題解決を目的として開催する。

(協議事項)

第３条 本会議は、前条の目的を達成するため、次の各号に掲げる連絡及び調整を行う。

一 事業の合意形成に関する事項

二 事業促進の課題解決に関する事項

三 その他本会の目的を達成するために必要な事項

(対象事業)

第４条 本会議で対象とする復興道路は、以下のとおりとする。

一 三陸沿岸道路

二 東北横断自動車道釜石秋田線、宮古盛岡横断道路

三 その他

(組 織)

第５条 本会議は、以下の構成員をもって組織する。

一 岩手県、東日本大震災復興対策本部 岩手現地対策本部、

国土交通省 東北地方整備局

二 復興道路等の関係市町村

三 地域経済界及び報道関係代表

(事務局)

第６条 本会議の庶務は、岩手県県土整備部及び国土交通省東北地方整備局道路部におい

て処理する。

（雑 則）

第７条 この規約に定めるもののほか、本会議の運営に関して必要な事項は会議において

定める。
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高規格幹線道路の事業パターン例

（億円）

（H15） （H16）（H11） （H12） （H13） （H14）

2億円 2億円

14億円

94億円

54億円

（H17） （H18） （H19）

30億円
36億円

74億円

50億円

供用

用地着手（H13～18）

改良工事着手（H14～19）

橋梁工事着手（H14～17）

トンネル工事着手（H17～18）

舗装着手（H18～19）

予備設計
路線測量

（詳細設計）
地質調査
予備設計
用地調査

日本海沿岸東北自動車道 仁賀保本荘道路（にかほ市両前寺～本荘ＩＣ） Ｌ＝１１．２ｋｍ

事業費：約３６０億円

参考資料１



復興道路のこれまでの経緯について

新規事業化について県知事へ意見照会開始

予算成立 ・ 事業化

9/20～

社会資本整備審議会 道路分科会

第３次補正予算案の国会提出

①道路が通る概ねの範囲の提示（１ｋｍ幅）

②概ねのルート、ＩＣの位置の提示（500ｍ幅）

7/1

③ルートの確定

復興構想会議『復興への提言』

8/30

市町村・住民の意見

市町村・住民の意見

※日付は三陸沿岸道路の場合

評価結果の公表10/28

※２ヶ月間で２２４kmのルートを決定

【国土交通省における手続き】【政府方針における位置付け】

ルートを具体化する作業

事業評価手続き

復興の基本方針【東日本大震災復興対策本部】

事業計画と工程表のとりまとめ
【東日本大震災復興対策本部】

・事業評価の手続きを経て、事業着手から
概ね１０年での全線供用を目標

６／２５

７／２９

８／２６

・復興期間は１０年間

・太平洋沿岸軸（三陸縦貫道等）の緊急整備
・太平洋沿岸と東北道を繋ぐ横断軸強化
・整備スケジュールの明確化

資料１



復興道路の概要

東北横断自動車道釜石秋田線
（釜石～花巻）80km
［新規区間17km］

宮古盛岡横断道路
（宮古～盛岡）100km
［新規区間48km］

三
陸
沿
岸
道
路

㎞

359

［新
規
区
間

㎞
］

148

東北中央自動車道
（相馬～福島）45km
［新規区間11km］

復興道路の総延長584km
新規区間224km（38％）

計画延長 供用中 事業中
新規事業化

区間

359km 129km 82km 148km

100km 1km 17km 48km

80km 30km 33km 17km

45km 0km 23km 11km

584km 160km 155km 224km

東北中央自動車道

合　　計

路線名

三陸沿岸道路

宮古盛岡横断道路

東北横断自動車道
釜石秋田線

資料２



岩手県内の復興道路の概要

復興道路の総延長584km
新規区間224km（38％）

東北横断自動車道釜石秋田線
（釜石～花巻）80km
［新規区間17km］

宮古盛岡横断道路
（宮古～盛岡）100km
［新規区間48km］

三
陸
沿
岸
道
路

㎞

359

［新
規
区
間

㎞
］

148

岩手県の内訳

計画延長 供用中 事業中
新規事業化

区間

359km 129km 82km 148km

うち岩手県 213km 48km 43km 122km

100km 1km 17km 48km

うち岩手県 100km 1km 17km 48km

80km 30km 33km 17km

うち岩手県 80km 30km 33km 17km

45km 0km 23km 11km

584km 160km 155km 224km

うち岩手県 393km 79km 93km 187km

合　　計

東北中央自動車道

路線名

三陸沿岸道路

宮古盛岡横断道路

東北横断自動車道
釜石秋田線



「三陸沿岸道路」の新たな考え方

■■ 三陸沿岸道路は従来、整備が進んでこなかったが、今回の三陸沿岸道路は従来、整備が進んでこなかったが、今回の

東日本大震災において、東日本大震災において、命の道命の道としての機能を発揮としての機能を発揮

①平時に暮らしを支える ・・・・・ 医療サービス、産業、観光

②災害時に命を守る ・・・・・・・・ 避難、救命救急、復旧

■■ 厳しい財政状況から厳しい財政状況から低コスト低コストの実現が必要の実現が必要

○６つの設計見直し

○低コストを実現しつつ、機能強化

○被災地復興のリーディングプロジェクト

資料３



三陸縦貫道（山田道路）三陸縦貫道（釜石山田道路）

国道45号

釜石山田道路

浸水域

国道45号

浸水域

山田道路

「三陸沿岸道路」の新たな６つの考え方

①強靱生の確保①強靱生の確保（ルートは津波浸水区域を回避（ルートは津波浸水区域を回避 →→ 三陸縦貫自動車道は三陸縦貫自動車道は９５％回避、９５％回避、

残りの５％は高さのある橋梁で通過）残りの５％は高さのある橋梁で通過）



「三陸沿岸道路」の新たな６つの考え方

②低コストの実現②低コストの実現（４車線・ﾄﾗﾝﾍﾟｯﾄ型（４車線・ﾄﾗﾝﾍﾟｯﾄ型ICIC →→ ２車線・ｺﾝﾊﾟｸﾄ型２車線・ｺﾝﾊﾟｸﾄ型ICIC））

③復興まちづくりの支援③復興まちづくりの支援
（関連する土地利用との調整）（関連する土地利用との調整）

見直し ２車線でICはコンパクト型

市街地・集落

国道

コンパクトＩＣ コンパクトＩＣ料金所

４車線でICは

トランペット型

トランペット型IC

従来

三
陸
沿
岸
道
路

至気仙沼

至仙台
津波浸水区域

産業ゾーン

居住
ゾーン

居住
ゾーン

居住ゾーン

居住

ゾーン
公共公益ゾーン

（ベイサイドアリーナ）

南三陸町の例 南三陸町の「志津川地区土地利用計画イメージ図（５～１０年）」を基に作成

高台に計画されている居住ゾーン
等とのアクセスに配慮



「三陸沿岸道路」の新たな６つの考え方

④拠点と連絡する④拠点と連絡するICIC等の弾力的配置等の弾力的配置

⑥⑥ICTICT（情報通信技術）による通行可能性把握（情報通信技術）による通行可能性把握（（ITSITSスポット等で走行速度等を収集）スポット等で走行速度等を収集）

⑤避難機能の強化⑤避難機能の強化（緊急避難路、避難階段等の設置）（緊急避難路、避難階段等の設置）
緊急避難路

ガードパイプを取り外
して緊急避難路を接続

三陸沿岸道路

IC

水産業や商工業
施設

市街地・集落

病院等防災拠点等

IC

IC

三陸沿岸道路
避難階段イメージ

緊急車両用
出入り口



　事業促進に向けた主な課題

①事業進捗への合意形成について

○全国的な復興事業への理解

　　復興枠予算を長期に

　・道路事業の投資パターンは、後半部にピークがあるのが一般的（参考資料１）

　・今後も道路の完成まで、継続的・安定的な予算が必要

　・全国的に復興事業の必要性、早期完成についてご理解、ご支援を頂くことが必要

○関係機関が協力して事業を促進できる機運の醸成

　　一丸となった協力体制による事業の促進

　・今後必要となる事業調整、各種手続き、応援体制等について、関係機関のご支援、ご協力が必要

○県民の協力機運

　　事業促進への広い理解

　・各事業段階（測量、用地、工事）における県民・地元の皆様の全面的なご協力が必要

　・事業促進に向けた県民・地元の皆様のご協力が頂けるよう、広範なご理解、ご支援が必要

②関係機関の連携による課題解決について

　１．必要な予算の確保と早期の執行

○本年度第３次補正予算、２４年度予算の必要額の確保と早期執行

○早期執行のためには、関係機関が一丸となった『スタートダッシュ』出来る環境整備が必要

○早々に、担当事務所と関係機関が一体となり、地元の皆様への事業説明会を実施

○事業の早期完成について、県民や地域の皆様へご理解を頂けるよう、関係機関が連携し最大限努力する必要　　　など

　２．各種手続きの迅速化

○埋蔵文化財調査、保安林解除、交差協議など各種手続きのスピードアップ　　　　　など

　３．用地ご提供の協力

○早期完成には、必要な道路用地を迅速にご提供頂くことが必要

○用地のご提供に係る膨大な事務について、関係機関のご支援、ご協力が必要

　（例）筆界未定地の特定作業、所有者の所在確認、所有者行方不明土地への対応、土地収用手続き　など

　４．その他

○特区制度の活用による事業促進

○市町村復興まちづくり計画と一体となった事業促進　　　など

（参考）　岩手県における復興道路

岩手県の内訳 延長（ｋｍ）
完成まで必要となる

概算事業費

事業中区間 93

新規事業化区間 187
約１兆円

資料４



『首都高速（オリンピック対策）』について

・昭和３４年、「昭和３９年 東京オリンピック」開催が決定。

・五輪開催までに、羽田空港～外苑・代々木（オリンピック会場）など合計約32.6ｋｍが開通。

・昭和３４年 ６月 ： 「首都高速道路公団」が設立。
・昭和３４年１０月 ： 事業着手。
・昭和３７年１２月 ： ４．５ｋｍ開通（１号線京橋～芝浦）。
・昭和３８年１２月 ： ８．９ｋｍ開通（１号線日本橋～京橋、海岸～南大井 ４号線日本橋）

・昭和３９年 ８月 ：１５．１ｋｍ開通（１号線勝島～羽田空港、２号線銀座～東新橋４号線大手町～日本橋）。
・昭和３９年 ９月 ： １．４ｋｍ開通（３号線隼町～霞ヶ関）。
・昭和３９年１０月 ： ２．７ｋｍ開通（２号線海岸～芝公園、３号線渋谷～道玄坂）。※１０月１日開通

・日本橋兜町付近では、江戸時代の水路の一部を利用して、その場所に都心環状線を建設。

○事業の概要〔事業期間：昭和３４年～昭和３９年（５年）、供用延長約３３㎞〕

○事業の経緯 写真提供：国土地理院
首都高速道路株式会社

約32.6km

オリンピック開会（１０月１０日）

工事着手前（昭和３１年３月）

水
路

江戸時代の水路を利用した都心環状線兜町付近の建設現場 工事完了後の都心環状線銀座付近

参考資料２



『名阪国道（千日道路）』について

○事業の概要〔事業期間：昭和３８年～昭和４０年（３年）、供用延長約７３㎞〕

○事業の経緯

・名阪国道は、三重県亀山市を起点とし、奈良県天理市に至る自動車専用道路。

・昭和３８年４月の工事着手から『１０００日間で完成させる』という目標を立てられたことで、『千日道路』
と呼ばれた。

・事業着手直後から土地収用手続きに着手し、約１年半で全用地を取得。

・昭和３８年 １月：調査開始

・昭和３８年 ４月：工事着手

・設計を基準化（名阪国道構造基準）し、昭和３９年４月に一斉に改良工事を発注。

・昭和４０年１２月：暫定２車線開通
（昭和38年４月１日～昭和40年12月16日：９９２日で完成）

名阪国道工事誌より

・約１０００日間（９９２日）でルートの決定、用地買収、トンネルや橋の建設が行われ、約７３ｋｍが開通。



『岩手 国道４５号』について

・国道４５号は、宮城県仙台市を起点とし、青森県青森市に至る延長約５３０ｋｍの道路。

・昭和３８年４月から直轄事業として着手。

・用地取得にあたっては、地域の全面的な協力や起工承諾により、全面展開で工事を実施。

・着工から約１０年､工事費３５３億円を費やし、昭和４７年１０月に国道４５号全線の一次改築が完了。

○事業の概要〔事業期間：昭和３８年～昭和４７年（１０年）、供用延長２４５㎞〕

○事業の経緯

・昭和３７年５月：直轄指定区間編入。（二級国道１１１号線から、一級国道４５号線に昇格）

・昭和３８年 ：直轄事業として事業着手

・昭和４７年 ：全線の一次改築を完了。

▲昭和４３年完成の桑畑橋の開通を祝う人々 ▲改築工事が終わった国道４５号
釜石市両石（恋の峠）




